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会計システム論の論理統合
-会計システムの一般理論を目指して-



































































































































































評価基準測定単位 取得原価 購入時価 売却時価 現在価値
名 目貨 幣 取得原価 購入時価 売却時価 現在価値
単 位 会 計 会 計 会 計 会 計
一般購買力 実質取得 実質購入 実質売却 実質現在
単 位 原価会計 時価会計 時価会計 価値会計
個別購買力 実体取得 実体購入 実体売却 実体現在
単 位 原価会計 時価会計 時価会計 価値会計
貨幣収益力 成果取得 成果購入 成果売却 成果現在
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表 2 利益の諸類型
評価基準測定単位 取得原価 購入時価 売却時価 現在価値
名 目貨 幣 実 現 経 営 実 現 経 済 的
単 位 利 益 利 益 可能利益 利 益
一般購買力 実 質 実 質 実質実現 実質経済
単 位 実現利益 経常利益 可能利益 的 .利 益
個別購買力 実 体 実 体 実体実現 実体経済
貨幣収益力 成 果 成 果 成果実現 成果経済

































































































































































































































































時点 0 時点 1､
図 1 イベント･ツリー









































































































































































































































































































































目に100, 2年 目と3年 目に50ずつ増加する





現 金 50 買 掛 金 2,500
棚 卸 資 産 5,000 未 払 法 人 税 250
土 地 200 長 期 借 入 金 1,500
建 物 5,000 社 債 4,000
製 造 設 備 . 15,00.0 資 本 金 5,000
事 .務 所 設 備 7,500 資 本 準 備 金 5,000
車 両コンピュータ.ソフトウエア企 業 の 実 務 マ ニ ュア ル組 織 的 熟 練 労 働 力エソジ ニアリング仕様書特 許 権 1,5002584160 留 保 利 益 38,025
13
表 4 予測損益およびキャッシュ ･フロー (2005年期首)
売 上 高 26,500 29,150 32,065 35,272 38,799 42,679 46,946
売 上 原 価上 総 利 益 10,653 ll,718 12,890 14,179 15,597 17,156 18,8725847 17432 9175 21093 23202 25523 2 04
販 売 費 3,975 4,373 4,810 5,291 5,820 6,402 7,042
一 般 管 理 費 1,855 2,041 2,245 2,469 2,716 2,987 3,286
減 価 償 却 費 1,100 990 891 802 722 650 585
支 払 利 息営 業 益 - - - - -8,917 10,028 ll,229 12,531 13,944 15,484 17,161
法 人税 等 (40%)純 利 益 3,567 4,011 4,492 5,012 5,578 6,194 6,8645350 6 7 6737 759 8366 920 10297
+ 減 価 償 却 費総キャッシュ.フロー 1,100 990 891 802 722 650 585645 7,007 7,628 8,321 9,088 9,94 10,82
- 増 加 運 転 資 本 157 (434) 880 193 (930) 856 363
- 資 本 支 出純キャッシュ.フロー 100 50 50 - - -6,93 7,391 6,698 8,128 10,018 9,084 10,519
割引要素 (4.5%) 0.9782 0.9361 0.8958 0.8572 0.8203 0.7850 0.7512




















表 5 キャッシュ ･フローの自然対数収益率







2010 9,084 1m(9,084/10,018)ニ ー0.0979
2011 10,519 ln(10,519/9,084)-0.1467
これによって,ボラティリティの推定が可n






















0 1 2 3 4 5 6 7
049,195 56,100 63,975 72,955 83,195 94,873 108,190 123,377
1 43,140 49,195 56,100 63,975 72,955 83,195 94,873
2 37,830 43,140 49,195 56,100 63,975 72,955
3 33,173 37,830 43,140 49,195 56,100
4 29,090 33,173 37,830 43,140















表 7 企業のディシジョン ･ツリー
0 1 2 3 4 5 6 7
015,934 20,325 25,669 32,070 39,613 48,360 58,383 69,852
1 8,453 ll,361 15,127 19,922 25,886 33,073 41,348
2 3,187 4,598 6,619 9,505 13,611 19,430
3 493 745 1,127 1,704 2,575
4 0 0 0 0






































資 産 区 分 公正価値 構成割合(%)
正 味 運 転 資 本 4,325 6.7
土 地 200 0.3
建 物 5,000 7.7
製 造 設 備 15,000 23.0
事 務 所 設 備 7,500 ll.5
車 両 1,500 2.3
コンピュータ .ソフトウエア 250 0.4
企 業 の 実 務 マ ニ ュア ル 850 1.3
組 織 的 熟 練 労 働 力 1,400 2.1
エンジニア リング仕様書 1,500 2.3
特 許 権 16,000 24.6
の れ ん合 計 ll,604 17.8
表 9 全体期首貸借対照表
資 産 負 債 及 び 資 本
現 金 50 買 掛 金 2,500
売 掛 金 3,525 短 期 借 入 金 1,500
棚 卸 資 産 5,000 未 払 法 人 税 250
土 地 200 長 期 借 入 金 1,500
建 物 5,000 社 債 4,000
製 造 設 備 15,000 資 本 金 5,000
事 務 所 設 備 7,500 資 本 準 備 金 5,000












表10 予測損益およびキャッシュ ･フロー (2005年期末)
2006 2007 2008 2009 2010 2011
売 上 高 29,680 33,242 37,231 41,698 46,702 52,306
売 上 原 価上 総 利 益 ll,718 12,890 14,179 15,597 17,156 18,87217962 20352 23052 26101 2954 33434
販 売 費 4,373 4,810 5,291 5,820 6,402 7,042
一 般 管 理 費 2,041 2,245 2,469 2,716 2,987 3,286
減 価 償 却 費 990 891 802 722 650 585
支 払 利 息営 業 益 - - - - - -10,558 12,406 14,490 16,843 19,507 22,521
+ 減 価 償 却 費総キ ャッシ ュ .フロー 990 891 802 722 650 5857,325 8,335 9,496 10,88 12,34 14,098
- 増 加 運 転 資 本 (434) 880 193 (930) 856 363
- 資 本 支 出純キ ャッシ ュ .フロー 50 50 - - - -7,709 7,405 9,303 ll,758 ll,498 13,735
割 引 要 素 (4.5%) 0.9782 0.9361 0.8958 0.8752 0.8203 0.7850
















































0 1 2 3 4 5 6
053,100 60,314 68,507 77,814 88,385 100,392 114,030
1 46,749 53,100 60,314 68,507 77,814 88,385
2 41,158 46,749 53,100 60,314 68,507
3 36,235 41,158 46,749 53,100




0 1 2 3 4 5 6
013,614 18,217 23,997 31,064 39,467 49,222 60,505
1 6,907 9,944 14,107 19,637 26,644 34,860
2 2,212 3,568 5,756 9,287 14,982
3 0 0 0 0





















㈹売 上 原 価 11,153 ㈱買 掛 金 11,153
(3) 当期の販売費は3,975であった｡
㈹販 売 費 3,975 鱒現 金 3,975
(4) 当期の一般管理費は1,855であった｡




㈹留 保 利 益 800 錦現 金 800
(6) 当期の売掛金回収額は26,147(-3,535+
26,500-3,878(3,525の10%増))である｡
㈹現 金 26,147 鱒売 掛 金 26,147
(7) 当期の買掛金支払額は10,903(-2,500+
ll,153-2,750(2,500の10%増))である｡
陶買 掛 金 10,903 ㈱現 金 10,903
(8)未払法人税250を支払った｡




㈹留 保 利 益 5,393 ㈲現 金 5,393
8ゆ製造設備100を購入した｡




陶売 上 原 価 5,000 佐野棚 卸 資 産 5,000
㈲棚 卸 資 産 5,500 ㈱売 上 原 価 5,500
(b)製造設備 ,事務所設備500の減価償
却費を計上する｡


















㈹の れ ん 428 ㈲無形資産評価益 428
(e)法人税等3,567を計上する｡

















資 産 区 分 公正価値 構成割合(%)
正 味 運 転 資 本 4,482 6.7
土 地 200 0.3
建 物 5,000 7.5
製 造 設 備 14,500 21.7
事 務 所 設 備 7,000 10.5
車 両 1,500 2.3
コンピュータ .ソフ トウエア 275 0.4
企 業 の 実 務 マ ニ ュ ア ル 935 1.4
組 織 的 熟 練 労 働 力 1,540 2.3
エ ン ジニ ア リン グ仕 様 書 1,650 2.5
特 許 権 17,600 26.4
の れ ん合 計 12,032 18.0
21
表15 全体損益計算書
売 上 原 価 10,653 売 上 高 26,500
販 売 費一 般 管 理減 価 償 却資 本 費 用法 人 税 等当 期 純 利 益 3,97518510043645741 無 形 資 産 評 価 益 2,428
表16 個別損益計算書
費 用 収 益
売 上 原 価 10,653 売 上 高 26,500





現 金 2,921 買 掛 金 2,750
売 掛 金 3,878 短 期 借 入 金 1,500
棚 卸 資 産 5,500 未 払 法 人 税 3,567
土 地 200 長 期 借 入 金 1,500
建 物 5,000 社 債 4,000
製 造 設 備 14,500 資 本 金 5,000
車 両 1,500 資 本 修 正 4,364
コンピュータ.ソフトウエア企 業 の 実 務 マ ニ ュア ル組 織 的 熟 練 労 働 力エソジ ニアリング仕様書特 許 権の れ ん 275931,5406517 0202 留 保 利 益 46,850
留保利益-49,629+3,414-800-5,393-46,850
表18 個別期末貸借対照表
資 産 負 債 及 び 資 本
現 金 2,921 買 掛 金 2,750
売 掛 金 3,878 短 期 借 入 金 1,500
棚 卸 資 産 5,500 未 払 法 人 税 3,567
土 地 200 長 期 借 入 金 1,500
建 物 5,000 社 債 4,000
製 造 設 備 14,500 資 本 金 5,000
事 務 所 設 備 7,000 資 本 準 備 金 5,000
車 両 1,500 資 本 修 正 3,586


















































































































































































































































































































































































山本大輔 [2001]『リアル ･オプション 新しい企業
価値評価の技術』東洋経済新報社｡
